
第６３７号 ２０２４年（令和６年）５月１５日ニ　ュ　ー　ス　専　修 （4）（5）

　
事
業
活
動
収
支
予
算
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
が
前

年
度
予
算
に
比
べ
１
億
４
３

８
３
万
円
の
減
（
前
年
度
予

算
比
０
・
56
％
減
）
で
２
５

７
億
５
５
１
万
円
。
事
業
活

動
支
出
計
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
２
億
２
０
２
１
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
０
・

89
％
減
）
で
２
４
６
億
９
０

６
万
円
と
な
り
、
基
本
金
組

入
前
当
年
度
収
支
差
額
は
、

10
億
９
６
４
５
万
円
と
な
っ

て
い
る
。
基
本
金
組
入
額
合

計
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

６
億
７
８
１
２
万
円
の
組
入

額
増
（
前
年
度
予
算
比
54
・

26
％
増
）
で
△
19
億
２
７
８

６
万
円
と
な
り
、
基
本
金
組

入
前
当
年
度
収
支
差
額
と
基

本
金
組
入
額
合
計
を
合
わ
せ

た
当
年
度
収
支
差
額
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
６
億
１
７

４
万
円
の
支
出
超
過
額
の
増

（
前
年
度
予
算
比
２
６
１
・

99
％
増
）
で
△
８
億
３
１
４

１
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
前

年
度
繰
越
収
支
差
額
（
△
４

５
２
億
４
８
１
０
万
円
）
を

加
え
た
翌
年
度
繰
越
収
支
差

額
は
、
△
４
６
０
億
７
９
５

２
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑴
経
常
収
支

①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
１
億
４
９

９
８
万
円
の
減
（
前
年
度
予

算
比
０
・
58
％
減
）
で
２
５

５
億
６
０
１
６
万
円
。
教
育

活
動
支
出
計
は
、
前
年
度
予

算
に
比
べ
２
億
１
３
６
０
万

円
の
減（
前
年
度
予
算
比
０
・

87
％
減
）
で
２
４
４
億
１
１

８
４
万
円
と
な
り
、
教
育
活

動
収
支
差
額
は
、
11
億
４
８

３
２
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、

前
年
度
予
算
に
比
べ
６
１
５

万
円
の
増
（
前
年
度
予
算
比

５
・
74
％
増
）
で
１
億
１
３

２
４
万
円
。
教
育
活
動
外
支

出
計
は
、
前
年
度
予
算
に
比

べ
１
２
８
万
円
の
減
（
前
年

度
予
算
比
９
・
00
％
減
）
で

１
２
９
９
万
円
と
な
り
、
教

育
活
動
外
収
支
差
額
は
、
１

億
24
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教

育
活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ

せ
た
経
常
収
支
差
額
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
７
１
０
６

万
円
増
の
12
億
４
８
５
７
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
前
年
度

予
算
と
同
額
で
３
２
１
０
万

円
。
特
別
支
出
計
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
５
３
２
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
13
・

46
％
減
）
で
３
４
２
２
万
円

と
な
り
、
特
別
収
支
差
額

は
、
△
２
１
２
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

　
総
額
は
、
３
３
１
億
１
１

２
６
万
円
で
前
年
度
予
算
に

比
べ
１
億
９
８
０
５
万
円
の

増
（
前
年
度
予
算
比
０
・
60

％
増
）
の
予
算
規
模
と
な
っ

て
い
る
。

収
入
の
部

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度

収
入
合
計
が
前
年
度
予
算
に

比
べ
１
億
２
０
３
８
万
円
の

増
（
前
年
度
予
算
比
０
・
47

％
増
）
で
２
５
９
億
３
０
４

０
万
円
。
前
年
度
繰
越
支
払

資
金
は
、
前
年
度
予
算
に
比

べ
７
７
６
６
万
円
の
増
で
71

億
８
０
８
６
万
円
と
な
っ
て

い
る
。

①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収
入

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
１

億
２
９
９
０
万
円
の
減
（
前

年
度
予
算
比
０
・
63
％
減
）で

２
０
５
億
５
９
９
１
万
円
。

新
入
生
の
人
数
（
学
部
・
学

科
、
大
学
院
）
を
専
大
で
４

１
２
１
人
、
石
巻
専
大
で
３

１
３
人
を
見
込
み
、
全
体
で

４
４
３
４
人
を
見
込
ん
で
い

る
。
ま
た
、
全
学
年
で
は
、

学
費
完
納
見
込
者
数
を
専
大

で
１
万
７
２
９
８
人
、
石
巻

専
大
で
１
２
３
１
人
を
見
込

み
、
全
体
で
１
万
８
５
２
９

人
を
見
込
ん
で
い
る
。

②
手
数
料
収
入
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
66
万
円
の
増

（
前
年
度
予
算
比
０
・
06
％

増
）で
11
億
７
４
３
５
万
円
。

こ
の
う
ち
、
入
学
検
定
料
収

入
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

２
３
８
万
円
増
の
11
億
４
３

６
６
万
円
を
計
上
し
て
い

る
。

③
寄
付
金
収
入
は
、
特
別
寄

付
金
と
し
て
前
年
度
予
算
と

同
額
の
２
億
円
を
見
込
ん
で

い
る
。

④
補
助
金
収
入
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
１
億
１
８
４
２

万
円
の
増
（
前
年
度
予
算
比

５
・
20
％
増
）
で
23
億
９
７

３
０
万
円
。
こ
の
う
ち
、
国

庫
補
助
金
収
入
は
、
授
業
料

等
減
免
費
交
付
金
の
増
を
見

込
み
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

１
億
２
２
４
７
万
円
の
増

（
前
年
度
予
算
比
５
・
41
％

増
）
で
23
億
８
４
４
８
万
円

を
計
上
し
て
い
る
。

⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
前
年

度
予
算
と
同
額
の
２
億
円
を

見
込
ん
で
い
る
。

⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業
収

入
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

９
６
０
万
円
の
減
（
前
年
度

予
算
比
１
・
46
％
減
）
で
６

億
４
７
５
７
万
円
。
補
助
活

動
事
業
収
入
の
減
を
見
込
ん

で
い
る
。

⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収
入

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
６

１
５
万
円
の
増
（
前
年
度
予

算
比
５
・
74
％
増
）
で
１
億

１
３
２
４
万
円
。

⑧
雑
収
入
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
１
億
２
９
５
６
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
17
・

73
％
減
）
で
６
億
１
０
１
万

円
。
施
設
設
備
利
用
料
収

入
、
退
職
金
財
団
交
付
金
収

入
、
そ
の
他
の
雑
収
入
の
減

を
見
込
ん
で
い
る
。

⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
計
上

し
て
い
な
い
。

⑩
前
受
金
収
入
は
、
令
和
７

年
度
入
学
者
の
入
学
手
続
時

の
納
入
学
費
（
翌
年
度
の
学

生
生
徒
等
納
付
金
収
入
と
な

る
。）で
、
前
年
度
予
算
に
比

べ
47
万
円
の
減
（
前
年
度
予

算
比
０
・
01
％
減
）
で
35
億

６
７
７
１
万
円
。

⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
１
億
７
８
８

２
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算

比
27
・
09
％
減
）で
４
億
８
１

３
５
万
円
。
第
３
号
基
本
金

引
当
特
定
資
産
取
崩
収
入
、

前
期
末
未
収
入
金
収
入
の
減

を
見
込
ん
で
い
る
。

⑫
資
金
収
入
調
整
勘
定
（
収

入
の
振
替
控
除
科
目
）
は
、

期
末
未
収
入
金
及
び
前
期
末

前
受
金
で
前
年
度
予
算
に
比

べ
４
億
４
３
５
２
万
円
振
替

控
除
額
の
減
（
前
年
度
予
算

比
９
・
95
％
減
）
で
40
億
１

２
０
８
万
円
。
令
和
６
年
度

退
職
教
職
員
に
係
る
退
職
金

財
団
交
付
金
収
入
等
の
期
末

未
収
入
金
及
び
令
和
５
年
度

前
受
金
収
入
を
そ
れ
ぞ
れ
計

上
し
て
い
る
。

□資  

□金  

□収  

□支  

□予  

□算

 

□事  

□業  

□活  

□動  

□収  

□支  
□予  
□算

 

収　入　の　部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

学生生徒等納付金収入 20,559,918,000 20,689,819,000 △　 129,901,000

手 数 料 収 入 1,174,354,000 1,173,690,000 664,000

寄 付 金 収 入 200,000,000 200,000,000 0

補 助 金 収 入 2,397,303,000 2,278,875,000 118,428,000

資 産 売 却 収 入 200,000,000 200,000,000 0

付随事業・収益事業収入 647,578,000 657,186,000 △　　 9,608,000

受取利息・配当金収入 113,248,000 107,097,000 6,151,000

雑 収 入 601,016,000 730,582,000 △　 129,566,000

借 入 金 等 収 入 0 0 0

前 受 金 収 入 3,567,715,000 3,568,189,000 △　　　 474,000

そ の 他 の 収 入 481,355,000 660,183,000 △　 178,828,000

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,012,082,000 △ 4,455,603,000 443,521,000

当 年 度 収 入 合 計 25,930,405,000 25,810,018,000 120,387,000

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,180,863,305 7,103,200,305 77,663,000

収 入 の 部 合 計 33,111,268,305 32,913,218,305 198,050,000

学校法人専修大学 令和６年度資金収支予算書

支　出　の　部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

人 件 費 支 出 14,177,861,000 14,295,671,000 △　 117,810,000

教 育 研 究 経 費 支 出 6,670,398,000 6,688,986,000 △　　18,588,000

管 理 経 費 支 出 1,299,931,000 1,365,096,000 △　　65,165,000

借 入 金 等 利 息 支 出 12,999,000 14,285,000 △　　 1,286,000

借 入 金 等 返 済 支 出 407,770,000 407,770,000 0

施 設 関 係 支 出 302,407,000 271,764,000 30,643,000

設 備 関 係 支 出 1,105,160,000 172,300,000 932,860,000

資 産 運 用 支 出 1,900,008,000 2,029,006,000 △　 128,998,000

そ の 他 の 支 出 1,122,291,000 1,358,518,000 △　 236,227,000

[ 予 備 費 ] 150,000,000 150,000,000 0

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,658,454,000 △ 1,021,041,000 △　 637,413,000

当 年 度 支 出 合 計 25,490,371,000 25,732,355,000 △　 241,984,000

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,620,897,305 7,180,863,305 440,034,000

支 出 の 部 合 計 33,111,268,305 32,913,218,305 198,050,000

（単位:円）令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

備考：「前年度予算額」は補正後の予算額による。

学校法人専修大学 令和６年度事業活動収支予算書

備考：１．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。

２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含み、

　　「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

３．「前年度予算額」は補正後の予算額による。

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

学 生 生 徒 等 納 付 金 20,559,918,000 20,689,819,000 △　　129,901,000

手 数 料 1,174,354,000 1,173,690,000 664,000

寄 付 金 180,000,000 180,000,000 0

経 常 費 等 補 助 金 2,397,303,000 2,278,875,000 118,428,000

付 随 事 業 収 入 647,578,000 657,186,000 △　　　9,608,000

雑 収 入 601,016,000 730,582,000 △　　129,566,000

教 育 活 動 収 入 計 25,560,169,000 25,710,152,000 △　　149,983,000

事
業
活
動

支
出
の
部

人 件 費 14,285,239,000 14,378,662,000 △　　 93,423,000

教 育 研 究 経 費 8,634,675,000 8,679,525,000 △　　 44,850,000

管 理 経 費 1,491,929,000 1,567,262,000 △　　 75,333,000

徴 収 不 能 額 等 0 0 0

教 育 活 動 支 出 計 24,411,843,000 24,625,449,000 △　　213,606,000

教育活動収支差額 1,148,326,000 1,084,703,000 63,623,000

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受 取 利 息・ 配 当 金 113,248,000 107,097,000 6,151,000

その他の教育活動外収入 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 113,248,000 107,097,000 6,151,000

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 12,999,000 14,285,000 △　　　1,286,000

その他の教育活動外支出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 12,999,000 14,285,000 △　　　1,286,000

教 育 活 動 外 収 支 差 額 100,249,000 92,812,000 7,437,000

経 常 収 支 差 額 1,248,575,000 1,177,515,000 71,060,000

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 0 0

そ の 他 の 特 別 収 入 32,100,000 32,100,000 0

特 別 収 入 計 32,100,000 32,100,000 0

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 34,224,000 39,545,000 △　　　5,321,000

そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0

特 別 支 出 計 34,224,000 39,545,000 △　　　5,321,000

特 別 収 支 差 額 △　　　2,124,000 △　　　7,445,000 5,321,000

[ 予 備 費 ] 150,000,000 150,000,000 0

基本金組入前当年度収支差額 1,096,451,000 1,020,070,000 76,381,000

基 本 金 組 入 額 合 計 △　1,927,868,000 △　1,249,747,000 △　　678,121,000

当 年 度 収 支 差 額 △　　831,417,000 △　　229,677,000 △　　601,740,000

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,248,107,000 △ 45,054,424,000 △　　193,683,000

基 本 金 取 崩 額 0 35,994,000 △　　 35,994,000

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 46,079,524,000 △ 45,248,107,000 △　　831,417,000

(参考)

事 業 活 動 収 入 計 25,705,517,000 25,849,349,000 △　　143,832,000

事 業 活 動 支 出 計 24,609,066,000 24,829,279,000 △　　220,213,000

（単位:円）令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

比　率 算　式（ × 100 ）
令和元年度

決　算

令和２年度

決　算

令和３年度

決　算

令和４年度

決　算

令和５年度

補正予算

令和６年度

予　算

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入

61.70 ％
（53.2 ％）

59.84 ％
（51.8 ％）

59.21 ％
（51.3 ％）

58.17 ％
（50.9 ％）

55.69 ％ 55.64 ％

人件費依存率
人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

75.31 ％
（70.8 ％）

74.37 ％
（69.6 ％）

73.48 ％
（69.7 ％）

72.01 ％
（69.3 ％）

69.50 ％ 69.48 ％

教 育 研 究

経 費 比 率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

32.54 ％
（33.5 ％）

33.45 ％
（35.2 ％）

33.33 ％
（34.3 ％）

33.32 ％
（36.1 ％）

33.62 ％ 33.63 ％

管 理 経 費

比 率

管 理 経 費

経 常 収 入

7.27 ％
（8.9 ％）

6.20 ％
（8.2 ％）

6.02 ％
（8.3 ％）

6.17 ％
（8.5 ％）

6.07 ％ 5.81 ％

事 業 活 動

収支差額比率

基本金組入前当年度収支差額

事 業 活 動 収 入

△1.30 ％
（4.7 ％）

0.94 ％
（5.2 ％）

1.67 ％
（6.4 ％）

2.58 ％
（4.6 ％）

3.95 ％ 4.27 ％

主要財務比率

備考：経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

備考：（　）内は日本私立学校振興･共済事業団調査による医歯系法人を除く大学法人平均値を示す｡

支
出
の
部

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度

支
出
合
計
が
前
年
度
予
算
に

比
べ
２
億
４
１
９
８
万
円
の

減（
前
年
度
予
算
比
０
・
94
％

減
）
で
２
５
４
億
９
０
３
７

万
円
。
翌
年
度
繰
越
支
払
資

金
は
、
翌
年
度
の
収
入
と
な

る
前
受
金
収
入
を
含
み
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
４
億
４
０

０
３
万
円
の
増
で
76
億
２
０

８
９
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

①
人
件
費
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
１
億
１
７
８
１

万
円
の
減
（
前
年
度
予
算
比

０
・
82
％
減
）
で
１
４
１
億

７
７
８
６
万
円
。
退
職
金
支

出
等
の
減
に
よ
る
。

②
教
育
研
究
経
費
支
出
は
、

前
年
度
予
算
に
比
べ
１
８
５

８
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算

比
０
・
28
％
減
）
で
66
億
７

０
３
９
万
円
。

③
管
理
経
費
支
出
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
６
５
１
６
万

円
の
減（
前
年
度
予
算
比
４
・

77
％
減
）
で
12
億
９
９
９
３

万
円
。

④
借
入
金
等
利
息
支
出
は
、

前
年
度
予
算
に
比
べ
１
２
８

万
円
の
減
（
前
年
度
予
算
比

９
・
00
％
減
）
で
１
２
９
９

万
円
。

⑤
借
入
金
等
返
済
支
出
は
、

前
年
度
予
算
と
同
額
の
４
億

７
７
７
万
円
で
償
還
計
画
に

基
づ
く
返
済
額
。

⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
３
０
６
４
万

円
の
増（
前
年
度
予
算
比
11
・

28
％
増
）
で
３
億
２
４
０
万
円
。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

専
修
大
学

①
神
田
７
号
館
火
災
受

信
盤
更
新
工
事

②
生
田
８
号
館
空
調
機

更
新
工
事

③
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ

ム
更
新
工
事

④
伊
勢
原
体
育
寮
研
修

室
空
調
機
更
新
工
事

⑤
富
士
山
中
湖
セ
ミ
ナ

ー
ハ
ウ
ス
エ
ア
コ
ン
設

置
工
事

⑥
伊
勢
原
体
育
施
設
テ

ニ
ス
コ
ー
ト
改
修
工
事

石
巻
専
修
大
学

①
Ｓ
｜
３
、
Ｎ
｜
３
実

験
室
空
調
機
更
新
工
事

②
高
圧
ケ
ー
ブ
ル
張
替

工
事

⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
９
億
３
２
８

６
万
円
の
増
（
前
年
度
予
算

比
５
４
１
・
42
％
増
）
で
11

億
５
１
６
万
円
。こ
の
う
ち
、

教
育
研
究
用
機
器
備
品
支
出

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
８

億
１
３
５
２
万
円
の
増
で
８

億
７
９
７
１
万
円
と
な
り
、

神
田
３
号
館
及
び
生
田
１
号

館
視
聴
覚
設
備
、
教
育
・
研

究
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ

ム
及
び
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ

ム
更
新
に
伴
う
設
備
品
、
教

員
個
人
研
究
費
機
器
備
品
、

石
巻
学
生
実
験
機
器
備
品
、

受
託
研
究
、
サ
ッ
カ
ー
ゴ
ー

ル
ポ
ス
ト
、
共
創
研
究
セ
ン

タ
ー
機
器
備
品
等
。
管
理
用

機
器
備
品
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
１
４
４
７
万
円

の
減
、
証
紙
券
売
機
購
入
で

１
２
０
万
円
。
図
書
支
出

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
４

１
４
万
円
の
減
で
８
４
７
８

万
円
。
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
支
出

は
、
入
学
試
験
・
教
学
事
務
・

教
務
Ｗ
ｅ
ｂ
シ
ス
テ
ム
更
新

に
伴
う
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
購
入

及
び
シ
ス
テ
ム
開
発
費
で
１

億
３
９
４
６
万
円
。

⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
１
億
２
８
９

９
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算

比
６
・
36
％
減
）
で
19
億
円
。

有
価
証
券
購
入
支
出
は
、
２

億
円
を
計
上
。
第
２
号
基
本

金
引
当
特
定
資
産
繰
入
支

出
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰

入
支
出
、
法
人
基
金
準
備
資

産
繰
入
支
出
は
、
計
画
に
よ

る
繰
入
。
施
設
設
備
準
備
資

産
繰
入
支
出
は
、
前
年
度
と

同
額
で
10
億
円
の
繰
入
。

⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
２
億
３
６
２

２
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算

比
17
・
39
％
減
）で
11
億
２
２

２
９
万
円
。こ
の
う
ち
、前
期

末
未
払
金
支
払
支
出
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
２
億
３
８

６
５
万
円
の
減
で
、
９
億
９

１
９
３
万
円
。
令
和
５
年
度

末
に
退
職
の
教
職
員
退
職
金
、

過
年
度
リ
ー
ス
契
約
取
引
の

令
和
６
年
度
リ
ー
ス
料
等
。

⑩
予
備
費
は
、
前
年
度
予
算

と
同
額
で
１
億
５
０
０
０
万

円
。

⑪
資
金
支
出
調
整
勘
定
（
支

出
の
振
替
控
除
科
目
）
は
、

期
末
未
払
金
及
び
前
期
末
前

払
金
で
、
前
年
度
予
算
に
比

べ
６
億
３
７
４
１
万
円
振
替

控
除
額
の
増
（
前
年
度
予
算

比
62
・
43
％
増
）
で
16
億
５

８
４
５
万
円
。
令
和
６
年
度

末
に
退
職
す
る
教
職
員
の
退

職
金
、
３
月
分
退
職
金
財
団

掛
金
及
び
日
本
私
立
学
校
振

興
・
共
済
事
業
団
掛
金
等
未

払
金
、
令
和
５
年
度
末
に
お

け
る
和
・
洋
雑
誌
の
購
入
に

係
る
前
払
金
の
回
収
見
込
額

を
そ
れ
ぞ
れ
計
上
。

令和６年度 事業活動収支予算科目別構成

事業活動収入計事業活動収入計
25,705,517千円25,705,517千円

学生生徒等納付金
80.0％

手数料
� 4.6%

寄付金
� 0.7%

経常費等補助金
　　　9.3%

付随事業収入
� 2.5%

受取利息・配当金
� 0.5%
その他の特別収入
� 0.1%

雑収入 2.3%

事業活動支出計事業活動支出計
24,609,066千円24,609,066千円

人件費
58.0%

教育研究経費
� 35.1%

管理経費
� 6.1%

借入金等利息
� 0.1%　

資産処分差額 0.1%

予備費 0.6%

令
和
６
年
度
予
算
の
概
要
｜
前
年
度
予
算
額
と
の
比
較
｜

※
全
文
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

基盤強化に
向けた施策

学
校
法
人
専
修
大
学
中
期
計
画

�(

２
０
２
１
年
度
～
２
０
２
５
年
度)

社
会
知
性
の
開
発
《
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
》

専修大学

１　教育力の向上
（１）学士課程教育の質向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）新学習指導要領との接続を見据えた学士課程教育の推進
（３）ポストコロナ時代における新たな学びに向けた取り組み　　　　（４）大学院教育の質向上　　　　　（５）法科大学院教育の質向上
２　研究力の向上
（１）競争的研究資金の獲得推進　　　（２）競争的大型研究プロジェクトの採択推進　　　（３）各研究所等における研究活動の活性化と知の発信
（４）社会知性開発研究センターにおける研究プロジェクトの推進と国際展開　　　　　　（５）SDGsに貢献する新たな教育研究活動への挑戦
３　学生活動実績の向上
（１）難関国家試験等の合格者増　　　（２）就職実績の向上　　　　　（３）カレッジスポーツの強化

石巻専修大学
１　石巻専修大学中長期ビジョンの推進　　（１）「石巻専修大学中長期ビジョン（第一次）」に基づく大学改革の推進
２　特色ある教育研究活動の推進　　　　　（１）学士課程教育の改革　（２）競争的研究資金の獲得促進　（３）産学官連携研究の推進
３　入学定員充足に向けた取り組み強化　　（１）学生募集力の強化　（２）就職実績の向上　（３）カレッジスポーツの強化　（４）修学支援の強化

学校法人
専修大学

１　財務の健全性確保　（１）財務の健全性確保に向けた諸施策の推進
２　大学運営の強化　　（１）大学運営の効率化に向けた諸施策の推進（２）人材育成に係る取り組みの推進（３）カーボンニュートラルに向けた取り組み推進

中期計画に連関し、本年度に取り組む事業

中
期
計
画
に
よ
る
年
次
施
策

本年度に取り組む基盤的な事業

専修大学 （１）教育活動の強化　　　（２）学生生活のサポート　　　（３）学生募集力の向上　　　（４）社会的評価を高めるための広報活動等の展開
（５）社会連携・社会貢献活動の推進　　　（６）校友会・育友会との連携強化

石巻専修大学 （１）教育研究活動の強化　　　（２）学生支援の強化　　　（３）社会連携・社会貢献活動の推進

学校法人
専修大学 （１）大学運営に係る諸施策の推進

２０２４（令和６）年度事業計画

【中期計画】 【事業計画】

　学校法人専修大学は、21世紀ビジョン「社会知性（Socio-Intelligence）の開発」のもと、教育・研究活動に取り組むととも

に、「学生を基本に据えた大学づくり」を念頭に大学運営を行っています。

　さらに、2025年度までの間は「学校法人専修大学中期計画（2021年度～ 2025年度）」に基づき、教育・研究の質を高めるととも

に、学生の活動実績が向上するよう強化に努め、大学の存続・発展を支える財務基盤の強化にも取り組むこととしています。

　2024年度は、当該中期計画の４年目となることから、これまでに抽出された課題を解決すべく諸施策に落とし込み、中期計

画の達成に向けた「成果」を着実に上げていくフェーズとなります。本年度の事業計画は、前年度の実施・進捗状況を検証した

上で、中期計画を着実に推進すべく、次の通り策定いたしました。

　中期計画及び本事業計画の詳細については、本学ホームページの対象ページにアクセスすることで、ご覧になれます。


